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奈良県教育委員会

家庭教育の充実

※表中の(　)内の数字は、本県の全国順位を示す。

子どもの生活習慣の改善

　家庭における子どもの生活習慣の改善や役割づくりを推進

するため、  ｢こども３つのやくそくカレンダー｣ を活用し、

 ｢おはよう・おやすみ・おてつ

だい｣ 約束運動を実施していま

す。

　この運動を通して、幼児期か

ら望ましい生活習慣を身に付け、

規範意識を芽生えさせるととも

に、親子のかかわり方を見直し

てもらい、家庭の教育力の向上

を図ります。

※県内すべての幼稚園・保育所の

　３歳～５歳児の家庭にカレンダ

　ーを配布

※平成22年度は20,159人の子どもがカレンダーを提出

※運動実施前後の調査では、保護者が子どもは ｢お手伝いをして

　いる｣ と回答した割合が、14ポイント (約2,800人)増加

　規則正しい生活のリズムや基本的な生活習慣の定着、家族

の会話の促進を図るため、県内すべての小学３年生とその保

護者に、夏休み期間を利用してノーテレビ・ノーゲームデー

にチャレンジしてもらいます。

家庭教育の啓発

幼児教育の推進

幼稚園教育と小学校教育の円滑な接続に関するアンケート(文部科学省)

幼稚園・保育所職員を対象とした研修の開催

　新幼稚園教育要領の趣旨を

生かした幼稚園教育を推進す

るため、 ｢幼稚園教育理解推

進事業」を実施しています。

　また、  「保育所・幼稚園職

員合同研修会」など、幼稚園

と保育所の職員がともに幼児

期の教育について研修する機

会を設けています。

※平成22年度は、保育所・幼稚園

　職員を対象とした７回の研修に

　1,124人が参加

幼稚園・保育所と小学校の連携の促進

　いわゆる「小１プロブレム」といった、幼児教育と小学

校教育の接続に関す

る課題解決に向けて、  

 「幼児期から小学校

への接続期実態調査

事業」を実施し、円

滑な移行を考えた教

育活動に役立てます。

地域による学校支援の充実
　全国平均に比べて、　「家の手伝いをしている」　「平日に、家

の人と一緒に夕食を食べている」 子どもの割合が低く、  「寝る

のが午後11時より遅い」子どもの割合は高い。

家庭の教育力の向上

次代の親の育成

　すべての県立高校において、次代の親となる高校生が、

乳幼児とのふれあい体験を行う機会をもっています。自己

のもつやさしさの発見

や将来の子育てに対す

る不安の軽減を目指し

ています。

※平成23年度は、
　約4,000人が参加予定

高校生の「こんにちは赤ちゃん」体験

　家庭教育で大切にしたいことや

保護者は子どもに何を教えればよ

いのかなどをまとめた家庭教育７

か条を配布しています。

　また、家庭教育に関する啓発や

支援にも取り組んでいます。

※県内すべての小学１年生の保護者
　にリーフレットを配布

「おはよう・おやすみ・おてつだい」約束運動

夏休みノーテレビ・ノーゲームデーチャレンジ

平成22年度全国学力・学習状況調査(文部科学省)

　全国平均に比べて、  「地域の行事に参加している」   「近

所の人にあいさつをしている」子どもの割合が低く、   「学

習塾に通っている」子どもの割合は高い。

家庭と学校の協働の推進

　モデル校では、家庭・地域と学校が協働して、ノーテレ

ビデーや家族で一緒に読書をする「家読（うちどく）」、地

域ぐるみのあいさつ運動、地域行事への参加の呼びかけな

どの取組を進め、子どもたちの学習意欲や体力、規範意識

・社会性等の向上を図っています。

※県内小学校５校のモデル校で実施

地域の教育力再生の取組

　地域の教育力をより一層高めるため、市町村職員、地域

コーディネーター、ボランティア団体、教職員、 ＰＴＡ役

員などを対象に「地域教育力向上実践講座」を実施します。

　毎年11月１日を奈良県教育の日、その日を含む１週間を

奈良県教育週間として、奈良県の教育について県民の皆さ

んとともに考え確かめ合う機会としています。各学校・園、

教育関連団体、市町村教育委員会及び県教育委員会が授業

公開やシンポジウムなどの取組を行っています。

※平成22年度は、  「奈良県教育の日」関連行事に延べ480,399
　人の保護者や地域の方々が参加

　放課後における子どもたちの活動への支援を軸に、学校内外

での様々な活動（放課後等の学習指導・居場所の確保、授業等

の学習補助、部活動の指導補助、環境整備、登下校の見守り等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　について、地域のボラ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ンティアの参画を得て、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校・地域が連携する

　　　　　　　　　　　　　　　　　　取組を全県的に展開し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ます。

　運動部活動の充実と活性化を

図るため、スポーツに関する専

門的な技術を有し、適切な指導

力を備えた地域のスポーツ人材

を学校へ派遣しています。

※平成22年度は、中学校36校へ36人
　を派遣、高校18校へ19人を派遣

文化財の保存と活用の推進
平成21年より11月３日を「奈良県文化財の日」として、文化財の保存やその活用をより充実させています。

県内の子どもたちが、ふるさと奈良の文化財にふれ、奈良のすばらしさを実感する機会を提供します。

子ども向けパンフレットの作成・活用
　橿原考古学研究所附属博物館では、春・秋の特別展や

速報展などの展覧会ごとに子ども向けパンフレットを作

成し、配布しています。

　パンフレットでは、

せんとくんや当研究所

マスコットのイワミン

が展示内容をわかりや

すく紹介しています。

橿原考古学研究所附属博物館における
体験学習イベントの開催
　体験学習ボランティア「考古ものづくりサポート“かしはら”」

　　　　　　　　　　　　　　を組織し、小学生を中心とした体

　　　　　　　　　　　　　　験学習の充実に取り組んでいます。

　　　　　　　　　　　　　　平成22年度は「古代琴づくりと演

　　　　　　　　　　　　　　奏会」や「彫金体験」 、大型商業

　　　　　　　　　　　　　　施設での「出前博物館」などを開

　　　　　　　　　　　　　　催しました。

※平成22年度は、体験学習イベントに延べ約300人が参加

学校・地域連携

見直そう！家庭と学校協働プロジェクト

地域の教育力を高めるための研修の充実

地域のスポーツ人材の派遣
奈良県教育の日

　 「幼稚園と小学校における教育が接続すること

は重要である」とすべての市町村が答えているが、

教育課程上の接続のための取組を行っている市町

村の割合は、全国平均に比べて低い。

　効果的な教育行政の推進及び改善・充実に資することを目的として、奈良県教育委員会の権限に属する

事務の管理及び執行の状況（平成21年度対象）の点検・評価を行いました。

　その結果を報告書にまとめ、平成22年11月、県議会に提出しました。

点検・評価報告書は、教育委員会ホームページでご覧いただくことができます。
http://www.pref.nara.jp/dd_aspx_menuid-3563.htm

・〒630-8502　奈良市登大路町30　奈良県教育委員会事務局 企画管理室 TEL0742-27-9830( 直通 ) FAX0742-27-2985

・奈良県教育委員会ホームページ　http://www.pref.nara.jp/dd_aspx_menuid-1691.htm

奈良県教育委員会では、月２回、メールマガジン「E－夢　はっしん！」を配信しています。
皆さんの読者登録をお願いします。　http://www.pref.nara.jp/kyoikuk/mailmaga/

毎年 11 月１日は「奈良県教育の日」　毎月第３日曜日は「家庭教育・家庭の日（いきいきサンデー）」

教育に関し学識経験を有する人、

７名以内で組織

教育評価支援委員会

(1)県教育委員会の活動状況

(2)県教育委員会が実施する施策及び事業

県教育委員会

点検・評価の対象

点検・評価の実
施に際し、意見
を聴取

点検・評価結果や点検・評価の方法等の改善・充実

に関し、様々なご意見をいただきました。

自己点検・評価を実施

県教育委員会の活動状況

○平成21年度定例教育委員会（19回開催）
　・  「委員会規則その他特に重要な規程の制定改廃」等34件を議決

　・  「教育長の専決による事項」等41件の報告を受け了承

○県内６校、県外３校２施設を視察するとともに、各校で
　意見交換を実施し、教育の現状や課題を把握

施策の点検・評価

　教育委員会が平成21年度に実施した施策及び事業を17施策に分類

し、それぞれを評価単位として、点検・評価を実施しました。

　施策ごとに、施策評価シートを作成し、基本目標、現状、現状分

析、取組成果の評価、次年度に向けた取組方針を明記しました。

教育評価支援委員からの意見 （抜粋）

教育委員会の活動状況について
　義務教育段階の教育は、市町村（設置者）の取組が

基本だが、県と市町村が一体となった取組が大事。県

立学校だけではなく義務教育学校を視察することも大

切と考える。

施策の点検・評価について

１ 学校における学習意欲、体力、規範意識の向上

　　学習意欲の向上を図るため、教員研修、研究調査

　をテーマにしていると聞いているが、平成23年度の

　評価では、具体的にどう進んでいるのかの指標も望

　まれる。体力の向上を施策で行うより、体育の先生

　の意識や指導の工夫が大切。

　　 「おはよう、おやすみ、おてつだい」約束運動は、

　県教委の果敢な挑戦であった。

２ 子どもの家庭における生活習慣等の改善

　　学校支援地域本部事業では、学校支援に対し、様々

　な方に一歩を踏み出してもらっている。 今後も、県教

　委にはきっかけづくり、場づくりの取組が望まれる。

３ 地域ぐるみの活動と地域教育力の強化

　　県立教育研究所では満足度の高い講習が実施され

　るなど、教員の資質向上を目指した取組がなされて

　いる。講師塾等、先進的な取組も評価できる。

４ 学校教育の基盤整備等

　　県内の発掘成果を展示する場合、十分な広報が必

　要。広報の在り方を考えることで、より広く文化財

　事業を県民に理解してもらえるのではないか。

５ 文化財の保存と活用

学校と地域の連携促進

平成22年度全国学力・学習状況調査 (文部科学省 )

（％）
質　問 奈良県 全国

地域の行事に参加していると回答し

た子どもの割合

小学校 56.0(38) 61.6

中学校 27.7(43) 34.3

近所の人に会ったときはあいさつを

していると回答した子どもの割合

小学校 86.6(45) 89.9

中学校 82.7(36) 83.9

学習塾に通っていると回答した子ど

もの割合

小学校 56.2( 3 ) 47.2

中学校 74.3( 2 ) 62.9
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子ども向けパンフレットの作成・活用
　橿原考古学研究所附属博物館では、春・秋の特別展や

速報展などの展覧会ごとに子ども向けパンフレットを作

成し、配布しています。

　パンフレットでは、

せんとくんや当研究所

マスコットのイワミン

が展示内容をわかりや

すく紹介しています。

橿原考古学研究所附属博物館における
体験学習イベントの開催
　体験学習ボランティア「考古ものづくりサポート“かしはら”」

　　　　　　　　　　　　　　を組織し、小学生を中心とした体

　　　　　　　　　　　　　　験学習の充実に取り組んでいます。

　　　　　　　　　　　　　　平成22年度は「古代琴づくりと演

　　　　　　　　　　　　　　奏会」や「彫金体験」 、大型商業

　　　　　　　　　　　　　　施設での「出前博物館」などを開

　　　　　　　　　　　　　　催しました。

※平成22年度は、体験学習イベントに延べ約300人が参加

学校・地域連携

見直そう！家庭と学校協働プロジェクト

地域の教育力を高めるための研修の充実

地域のスポーツ人材の派遣
奈良県教育の日

　 「幼稚園と小学校における教育が接続すること

は重要である」とすべての市町村が答えているが、

教育課程上の接続のための取組を行っている市町

村の割合は、全国平均に比べて低い。

　効果的な教育行政の推進及び改善・充実に資することを目的として、奈良県教育委員会の権限に属する

事務の管理及び執行の状況（平成21年度対象）の点検・評価を行いました。

　その結果を報告書にまとめ、平成22年11月、県議会に提出しました。

点検・評価報告書は、教育委員会ホームページでご覧いただくことができます。
http://www.pref.nara.jp/dd_aspx_menuid-3563.htm

・〒630-8502　奈良市登大路町30　奈良県教育委員会事務局 企画管理室 TEL0742-27-9830( 直通 ) FAX0742-27-2985

・奈良県教育委員会ホームページ　http://www.pref.nara.jp/dd_aspx_menuid-1691.htm

奈良県教育委員会では、月２回、メールマガジン「E－夢　はっしん！」を配信しています。
皆さんの読者登録をお願いします。　http://www.pref.nara.jp/kyoikuk/mailmaga/

毎年 11 月１日は「奈良県教育の日」　毎月第３日曜日は「家庭教育・家庭の日（いきいきサンデー）」

教育に関し学識経験を有する人、

７名以内で組織

教育評価支援委員会

(1)県教育委員会の活動状況

(2)県教育委員会が実施する施策及び事業

県教育委員会

点検・評価の対象

点検・評価の実
施に際し、意見
を聴取

点検・評価結果や点検・評価の方法等の改善・充実

に関し、様々なご意見をいただきました。

自己点検・評価を実施

県教育委員会の活動状況

○平成21年度定例教育委員会（19回開催）
　・  「委員会規則その他特に重要な規程の制定改廃」等34件を議決

　・  「教育長の専決による事項」等41件の報告を受け了承

○県内６校、県外３校２施設を視察するとともに、各校で
　意見交換を実施し、教育の現状や課題を把握

施策の点検・評価

　教育委員会が平成21年度に実施した施策及び事業を17施策に分類

し、それぞれを評価単位として、点検・評価を実施しました。

　施策ごとに、施策評価シートを作成し、基本目標、現状、現状分

析、取組成果の評価、次年度に向けた取組方針を明記しました。

教育評価支援委員からの意見 （抜粋）

教育委員会の活動状況について
　義務教育段階の教育は、市町村（設置者）の取組が

基本だが、県と市町村が一体となった取組が大事。県

立学校だけではなく義務教育学校を視察することも大

切と考える。

施策の点検・評価について

１ 学校における学習意欲、体力、規範意識の向上

　　学習意欲の向上を図るため、教員研修、研究調査

　をテーマにしていると聞いているが、平成23年度の

　評価では、具体的にどう進んでいるのかの指標も望

　まれる。体力の向上を施策で行うより、体育の先生

　の意識や指導の工夫が大切。

　　 「おはよう、おやすみ、おてつだい」約束運動は、

　県教委の果敢な挑戦であった。

２ 子どもの家庭における生活習慣等の改善

　　学校支援地域本部事業では、学校支援に対し、様々

　な方に一歩を踏み出してもらっている。 今後も、県教

　委にはきっかけづくり、場づくりの取組が望まれる。

３ 地域ぐるみの活動と地域教育力の強化

　　県立教育研究所では満足度の高い講習が実施され

　るなど、教員の資質向上を目指した取組がなされて

　いる。講師塾等、先進的な取組も評価できる。

４ 学校教育の基盤整備等

　　県内の発掘成果を展示する場合、十分な広報が必

　要。広報の在り方を考えることで、より広く文化財

　事業を県民に理解してもらえるのではないか。

５ 文化財の保存と活用

学校と地域の連携促進

平成22年度全国学力・学習状況調査 (文部科学省 )
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県教育委員会の点検・評価を進めています

まなびの支援まなびの支援
  「愛を基盤として、知力・体力・忍耐力を身に付けて、
正々堂々と生きる子どもを育てる」ために・・・

20112011

奈良県教育委員会

家庭教育の充実

※表中の(　)内の数字は、本県の全国順位を示す。
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学校と地域の連携促進

平成22年度全国学力・学習状況調査 (文部科学省 )



県教育委員会の点検・評価を進めています

まなびの支援まなびの支援
  「愛を基盤として、知力・体力・忍耐力を身に付けて、
正々堂々と生きる子どもを育てる」ために・・・

20112011

奈良県教育委員会

家庭教育の充実

※表中の(　)内の数字は、本県の全国順位を示す。

子どもの生活習慣の改善

　家庭における子どもの生活習慣の改善や役割づくりを推進

するため、  ｢こども３つのやくそくカレンダー｣ を活用し、

 ｢おはよう・おやすみ・おてつ

だい｣ 約束運動を実施していま

す。

　この運動を通して、幼児期か

ら望ましい生活習慣を身に付け、

規範意識を芽生えさせるととも

に、親子のかかわり方を見直し

てもらい、家庭の教育力の向上

を図ります。

※県内すべての幼稚園・保育所の

　３歳～５歳児の家庭にカレンダ

　ーを配布

※平成22年度は20,159人の子どもがカレンダーを提出

※運動実施前後の調査では、保護者が子どもは ｢お手伝いをして

　いる｣ と回答した割合が、14ポイント (約2,800人)増加

　規則正しい生活のリズムや基本的な生活習慣の定着、家族

の会話の促進を図るため、県内すべての小学３年生とその保

護者に、夏休み期間を利用してノーテレビ・ノーゲームデー

にチャレンジしてもらいます。

家庭教育の啓発

幼児教育の推進

幼稚園教育と小学校教育の円滑な接続に関するアンケート(文部科学省)

幼稚園・保育所職員を対象とした研修の開催

　新幼稚園教育要領の趣旨を

生かした幼稚園教育を推進す

るため、 ｢幼稚園教育理解推

進事業」を実施しています。

　また、  「保育所・幼稚園職

員合同研修会」など、幼稚園

と保育所の職員がともに幼児

期の教育について研修する機

会を設けています。

※平成22年度は、保育所・幼稚園

　職員を対象とした７回の研修に

　1,124人が参加

幼稚園・保育所と小学校の連携の促進

　いわゆる「小１プロブレム」といった、幼児教育と小学

校教育の接続に関す

る課題解決に向けて、  

 「幼児期から小学校

への接続期実態調査

事業」を実施し、円

滑な移行を考えた教

育活動に役立てます。

地域による学校支援の充実
　全国平均に比べて、　「家の手伝いをしている」　「平日に、家

の人と一緒に夕食を食べている」 子どもの割合が低く、  「寝る

のが午後11時より遅い」子どもの割合は高い。

家庭の教育力の向上

次代の親の育成

　すべての県立高校において、次代の親となる高校生が、

乳幼児とのふれあい体験を行う機会をもっています。自己

のもつやさしさの発見

や将来の子育てに対す

る不安の軽減を目指し

ています。

※平成23年度は、
　約4,000人が参加予定

高校生の「こんにちは赤ちゃん」体験

　家庭教育で大切にしたいことや

保護者は子どもに何を教えればよ

いのかなどをまとめた家庭教育７

か条を配布しています。

　また、家庭教育に関する啓発や

支援にも取り組んでいます。

※県内すべての小学１年生の保護者
　にリーフレットを配布

「おはよう・おやすみ・おてつだい」約束運動

夏休みノーテレビ・ノーゲームデーチャレンジ

平成22年度全国学力・学習状況調査(文部科学省)

　全国平均に比べて、  「地域の行事に参加している」   「近

所の人にあいさつをしている」子どもの割合が低く、   「学

習塾に通っている」子どもの割合は高い。

家庭と学校の協働の推進

　モデル校では、家庭・地域と学校が協働して、ノーテレ

ビデーや家族で一緒に読書をする「家読（うちどく）」、地

域ぐるみのあいさつ運動、地域行事への参加の呼びかけな

どの取組を進め、子どもたちの学習意欲や体力、規範意識

・社会性等の向上を図っています。

※県内小学校５校のモデル校で実施

地域の教育力再生の取組

　地域の教育力をより一層高めるため、市町村職員、地域

コーディネーター、ボランティア団体、教職員、 ＰＴＡ役

員などを対象に「地域教育力向上実践講座」を実施します。

　毎年11月１日を奈良県教育の日、その日を含む１週間を

奈良県教育週間として、奈良県の教育について県民の皆さ

んとともに考え確かめ合う機会としています。各学校・園、

教育関連団体、市町村教育委員会及び県教育委員会が授業

公開やシンポジウムなどの取組を行っています。

※平成22年度は、  「奈良県教育の日」関連行事に延べ480,399
　人の保護者や地域の方々が参加

　放課後における子どもたちの活動への支援を軸に、学校内外

での様々な活動（放課後等の学習指導・居場所の確保、授業等

の学習補助、部活動の指導補助、環境整備、登下校の見守り等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　について、地域のボラ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ンティアの参画を得て、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校・地域が連携する

　　　　　　　　　　　　　　　　　　取組を全県的に展開し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ます。

　運動部活動の充実と活性化を

図るため、スポーツに関する専

門的な技術を有し、適切な指導

力を備えた地域のスポーツ人材

を学校へ派遣しています。

※平成22年度は、中学校36校へ36人
　を派遣、高校18校へ19人を派遣

文化財の保存と活用の推進
平成21年より11月３日を「奈良県文化財の日」として、文化財の保存やその活用をより充実させています。

県内の子どもたちが、ふるさと奈良の文化財にふれ、奈良のすばらしさを実感する機会を提供します。

子ども向けパンフレットの作成・活用
　橿原考古学研究所附属博物館では、春・秋の特別展や

速報展などの展覧会ごとに子ども向けパンフレットを作

成し、配布しています。

　パンフレットでは、

せんとくんや当研究所

マスコットのイワミン

が展示内容をわかりや

すく紹介しています。

橿原考古学研究所附属博物館における
体験学習イベントの開催
　体験学習ボランティア「考古ものづくりサポート“かしはら”」

　　　　　　　　　　　　　　を組織し、小学生を中心とした体

　　　　　　　　　　　　　　験学習の充実に取り組んでいます。

　　　　　　　　　　　　　　平成22年度は「古代琴づくりと演

　　　　　　　　　　　　　　奏会」や「彫金体験」 、大型商業

　　　　　　　　　　　　　　施設での「出前博物館」などを開

　　　　　　　　　　　　　　催しました。

※平成22年度は、体験学習イベントに延べ約300人が参加

学校・地域連携

見直そう！家庭と学校協働プロジェクト

地域の教育力を高めるための研修の充実

地域のスポーツ人材の派遣
奈良県教育の日

　 「幼稚園と小学校における教育が接続すること

は重要である」とすべての市町村が答えているが、

教育課程上の接続のための取組を行っている市町

村の割合は、全国平均に比べて低い。

　効果的な教育行政の推進及び改善・充実に資することを目的として、奈良県教育委員会の権限に属する

事務の管理及び執行の状況（平成21年度対象）の点検・評価を行いました。

　その結果を報告書にまとめ、平成22年11月、県議会に提出しました。

点検・評価報告書は、教育委員会ホームページでご覧いただくことができます。
http://www.pref.nara.jp/dd_aspx_menuid-3563.htm

・〒630-8502　奈良市登大路町30　奈良県教育委員会事務局 企画管理室 TEL0742-27-9830( 直通 ) FAX0742-27-2985

・奈良県教育委員会ホームページ　http://www.pref.nara.jp/dd_aspx_menuid-1691.htm

奈良県教育委員会では、月２回、メールマガジン「E－夢　はっしん！」を配信しています。
皆さんの読者登録をお願いします。　http://www.pref.nara.jp/kyoikuk/mailmaga/

毎年 11 月１日は「奈良県教育の日」　毎月第３日曜日は「家庭教育・家庭の日（いきいきサンデー）」

教育に関し学識経験を有する人、

７名以内で組織

教育評価支援委員会

(1)県教育委員会の活動状況

(2)県教育委員会が実施する施策及び事業

県教育委員会

点検・評価の対象

点検・評価の実
施に際し、意見
を聴取

点検・評価結果や点検・評価の方法等の改善・充実

に関し、様々なご意見をいただきました。

自己点検・評価を実施

県教育委員会の活動状況

○平成21年度定例教育委員会（19回開催）
　・  「委員会規則その他特に重要な規程の制定改廃」等34件を議決

　・  「教育長の専決による事項」等41件の報告を受け了承

○県内６校、県外３校２施設を視察するとともに、各校で
　意見交換を実施し、教育の現状や課題を把握

施策の点検・評価

　教育委員会が平成21年度に実施した施策及び事業を17施策に分類

し、それぞれを評価単位として、点検・評価を実施しました。

　施策ごとに、施策評価シートを作成し、基本目標、現状、現状分

析、取組成果の評価、次年度に向けた取組方針を明記しました。

教育評価支援委員からの意見 （抜粋）

教育委員会の活動状況について
　義務教育段階の教育は、市町村（設置者）の取組が

基本だが、県と市町村が一体となった取組が大事。県

立学校だけではなく義務教育学校を視察することも大

切と考える。

施策の点検・評価について

１ 学校における学習意欲、体力、規範意識の向上

　　学習意欲の向上を図るため、教員研修、研究調査

　をテーマにしていると聞いているが、平成23年度の

　評価では、具体的にどう進んでいるのかの指標も望

　まれる。体力の向上を施策で行うより、体育の先生

　の意識や指導の工夫が大切。

　　 「おはよう、おやすみ、おてつだい」約束運動は、

　県教委の果敢な挑戦であった。

２ 子どもの家庭における生活習慣等の改善

　　学校支援地域本部事業では、学校支援に対し、様々

　な方に一歩を踏み出してもらっている。 今後も、県教

　委にはきっかけづくり、場づくりの取組が望まれる。

３ 地域ぐるみの活動と地域教育力の強化

　　県立教育研究所では満足度の高い講習が実施され

　るなど、教員の資質向上を目指した取組がなされて

　いる。講師塾等、先進的な取組も評価できる。

４ 学校教育の基盤整備等

　　県内の発掘成果を展示する場合、十分な広報が必

　要。広報の在り方を考えることで、より広く文化財

　事業を県民に理解してもらえるのではないか。

５ 文化財の保存と活用

学校と地域の連携促進

平成22年度全国学力・学習状況調査 (文部科学省 )

（％）

奈良県 全国

幼稚園と小学校における教育が接続することは重
要であると答えた市町村の割合

100 99

教育課程上の接続のための取組が行われていると
答えた市町村の割合

13 20

（％）

質　問 奈良県 全国

家の手伝いをしていると回答した
子どもの割合

小学校 79.4(29) 80.2

中学校 61.8(40) 64.8

寝るのが午後11時より遅いと回答
した子どもの割合

小学校 23.1( 2 ) 16.1

中学校 79.8( 1 ) 67.5

平日、家の人と一緒に夕食を食べ
ていると回答した子どもの割合

小学校 86.0(46) 89.6

中学校 76.9(46) 82.7



確かな学力の育成

※表中の (　)内の数字は、本県の全国順位を示す。

学習意欲の向上

平成22年度全国学力・学習状況調査 (文部科学省 )

　全国平均に比べて、教科の平均正答率は高いが、

勉強が好きと回答した子どもの割合は低い。

新学習指導要領への対応

　小学校では平成23年度から、中学校では平成24年度から新

学習指導要領が全面実施されます。各学校での円滑な実施を

図るため、小学校及び中学校教科等指導資料を作成し、その

活用を進めています。

新学習指導要領の実施に伴う非常勤講師の配置

　小学５・６年生では、外国語の音声や基本的な表現に慣れ

親しませながら、コミュニケーション能力の素地を養うため、

外国語活動（英語）が実施されます。

　外国語活動を支援するため、英語教育に精通した非常勤講

師を配置します。

　全国学力・学習状況調査の結果等から明らかになった課題

改善のため、児童生徒の学習意欲を向上させ、思考力・判断

力・表現力等を育み、主体的に学習に取り組む態度を養うた

めの実践研究を進めています。

　研究成果を県内の学校に普及するため、学力向上フォーラ

ムを開催し、研究指定校の実践発表や授業改善をテーマにし

た分科会を行っています。

　また、各学校における教育活動の検証・改善を図るため、

 「奈良県学校改善支援プラン」の活用を進めています。

※平成22年度は、学力向上フォーラムに約200人が参加

キャリア教育の充実
キャリア意識の醸成

　一人一人の社会的・職業的自立に向け、

必要な基盤となる能力や態度を育てるた

め、県内すべての公立中学校で１年生か

ら職場体験等の体験活動を進めています。

　平成 22年度 公立中学１年生の体験活動の実施状況

ものづくり人材の育成

　社団法人奈良工業会と連携

して、県内高校の工業に関す

る学科の生徒を対象に、企業

及び校内で、熟練技能者によ

る実習指導を行っています。

※平成 22 年度、実習指導を受
　けた生徒は延べ 605 人

就職支援

　県立学校の就職内定率の改善及び県内企業へ

の就職率の向上を図るため、就職サポーターを

７校に配置し、就職指導の充実を図っています。

　すべての県立学校のホームページに卒業生等

就労相談窓口を開設するとともに、就職相談者

及び高校中退者を対象に「就活ガイドブック」

を配布し、就職を支援しています。

 　「将来の夢や目標をもっている」  「人の役に立つ人間

になりたい」と回答した子どもの割合が、中学校では全

国平均に比べて低い。

平成22年度全国学力・学習状況調査 (文部科学省 )

豊かな人間性の育成

平成22年度全国学力・学習状況調査 (文部科学省 )

　全国平均に比べて、「新聞やテレビのニュースなどに関心がある」「人

の気持ちが分かる人間になりたい」と回答した子どもの割合が低い。

体験活動の充実

　高校生の社会性や自主性を育む

ため、平成22年度より県内高校生

による連絡会を設置し、社会参画

活動を実施しています。

　平成23年度は全国育樹祭や奈良

マラソンなどでボランティア活動

を行います。

※平成22年度は、10月を「清掃活動強調月間」とし、58校5,052人が参加

　子ども、保護者、地域の人々

が、うだ・アニマルパークにお

いて、動物とのふれあいや動物

に関する学習を通し、命の大切

さを実感し、命の尊さについて

理解を深めるため、ふれあいフ

ェスタを開催します。

道徳教育の充実
　各学校の道徳の時間に活用できる、奈良県の自然や伝統文

化などを生かして作成したオリジナルの「奈良県郷土資料」

をすべての小・中学校に配布して

います。

　また、奈良県道徳教育フォーラ

ムを開催し、学校・家庭・地域が

連携して取り組む道徳教育の在り

方について協議しています。

※平成22年度は、奈良県道徳教育フォーラムに約100人が参加

　 「人権教育の推進についての基本方針」に基づき、人権尊

重の社会づくりに向けて主体的に行動できる、確かな人権感

覚を備えた子どもの育成を目指します。

　平成23年度からは、人権に関わる知識・態度・技能を身に

付けるための、発達段階を踏まえた系統的・体系的な人権学

習教材の作成に取り組みます。

問題行動等への対応

平成22年度全国学力・学習状況調査 (文部科学省 )

児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査 (文部科学省 )

　 「子どもの規範意識向上推進委員会」からの提言に基づき作

成した、小・中学校と高校用の「生徒指導ガイドライン」を活

用し、規範意識の向上や暴力行為等問題行動の減少に向けた取

組を進めます。

　平成23年度から、子どもの規範意識の向上、暴力行為の減少

や不登校対策の充実を図るため、生徒指導支援室を設置しまし

た。生徒指導担当の指導主事・教員ＯＢからなる巡回アドバイ

ザーや、教員ＯＢ ・警察官ＯＢからなる学校支援アドバイザー

による学校への支援を行うなど、生徒指導上の諸課題の改善に

取り組んでいます。

　全国平均に比べて、「学校の規則を守っている」「いじめは、ど

んな理由があってもいけない」と回答した子どもの割合が低い。

  前年に比べて、暴力行為の発生件数は減少した。また、不登校

児童生徒数は、公立小・中学校で全国平均を上回っている。

児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査 (文部科学省 )

体力の向上

　全国平均に比べて、１日１時間以上運動している子ども

の割合は低い。運動能力に関する調査では、小学生・中学

生とも、ほとんどの種目で全国平均を下回っている。

　子どもの体力向上のための拠点として、添上高校の日本陸連第

４種公認陸上競技場を改修整備し、  「トップアスリート等による

親子トレーニング講習会」を開催します。同校では、小学生や中

学生に積極的に陸上競技場を開放するとともに、温水プールを活

用して「小学生水泳教室」も開催します。

　また、より多くの小学生が参加できるよう「小学生陸上競技記

録会」や「学童水泳記録会」の規模を拡大して実施します。

　小学校の体力テストには、中・高校の体育科教員が測定を支援

します。

　運動場の芝生化を促進するため、日

本スポーツ振興センター助成金を活用

して、小学校運動場を芝生化する市町

村に補助を行います。

　また、  「運動場芝生化マニュアル」

の活用や実践報告会・パネル展の開催

などを通して啓発活動を進めています。

※平成21年度は小学校９校、平成22年度

　は県立学校５校が芝生化

　子どもの心の健康や生活習慣

等の課題に適切に対応するため、

医師、保健師等の専門家を学校

へ派遣し、保護者、教職員、児

童生徒への講演会等を行ってい

ます。

※平成22年度は、小学校29校、中学校９校、高校２校、特別支援

　学校３校などに医師等を派遣

　県内すべての学校・園で、それぞれの

地域の特性を生かした食育に取り組んで

います。

　食に関する指導の充実を図るため、平

成22年度は小・中学校を対象としたＤＶ

Ｄ教材と資料集を作成しました。

※県内すべての小学校、中学校、特別支援

　学校に配布

　各小学校では、県教委のホームページ「外遊び、みんなでチ

ャレンジ！」を通して、８の字とびやペアなわとび等に取り組

　　　　　　　　　　　　　　　　　　んできました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その成果を発揮して

　　　　　　　　　　　　　　　　　　記録に挑戦したり、親

　　　　　　　　　　　　　　　　　　子で達人の技に挑戦し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　たりすることで体力の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　向上を目指すチャレン

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ジ運動フェスタを開催

　　　　　　　　　　　　　　　　　　します。

　学校非公式サイト、いわゆる学校裏サイト等を検索し、不適切

な投稿（書き込み）の監視・調査・削除等のネットパトロールを

実施しています。また、学校が問題のある書き込みなどに適切に

対応できるよう、具体的事案に対する助言や資料提供などを行っ

ています。

　不登校状態にある子どもたちが通う適応指導教室に、中学生を

対象に支援する特別教室を設け、弾力的な教育課程に基づいた学

習指導を行っています。子どもたちへの心理的支援と学力の充実

を図り、社会的自立を目指します。

※奈良市、大和高田市において、モデル事業として実施

　平成22年度に「不登校対策委員会」を設置し、より効果的な取

組について議論を深めています。不登校状態にある子どもたちへ

の支援に加えて、学校で適切に対応できるよう不登校の未然防止

や早期対応に関するガイドラインを作成します。

学校教育の基盤整備
　保護者や地域に信頼される学校づくり、特別支援教育の体制整備、教育施設・設備等の整備、教職員の資質向

上等を図り、学校教育の基盤を整備します。

　平成18年度から21年度までで、すべての公立学校を訪問し、

学校経営等の改善すべき点について指導・助言しました。１年

後のフォローアップ訪問で、各学校の努力により改善が進んで

いることを確認しています。

　また、２巡目となる平成22年

度からは、奈良県の教育課題に

対する取組状況や改善が進みに

くい学校経営の項目を中心に診

断を行い、学校改善に向けた支

援をしています。

　特別支援教育を推進するため、

就学指導や生徒の卒業後を見通

した自立支援の充実を図ります。

　平成22年度に作成した 「就学

指導のガイドライン」を基に、

 「子どもを中心に据えた相談」

を本人・保護者と学校、教育委

員会が、願いや目標、課題を共

有しながら進めます。

　また、特別支援学校に通う生

徒の社会参加を目指して、地域

ボランティアの協力を得ながら、

自力通学を促進します。

　学校の組織強化や人材育成を図るために、教職員の経験や職

務に応じた研修を実施しています。組織の一員として求められ

る力を育成するとともに、教育課題への対応や教科等の指導な

　　　　　　　　　　　　　　　ど、教職員としての専門性を

　　　　　　　　　　　　　　　高めるための充実した研修を

　　　　　　　　　　　　　　　行っています。

　県立学校施設は、平成21年度で完了した耐震診断を基に、

順次耐震化を進めています。特別支援学校は、平成23年度で

おおむね耐震化が完了する予定です。

　また、市町村には、特に大規模地震で倒壊等の危険性の高

い学校施設について早期に耐震化を実施するよう働きかけて

います。

平成22年度公立学校施設の耐震改修状況等調査（文部科学省）

　児童生徒が、情報化社会に

主体的に対応できる力を身に

付けられるよう、県立学校の

情報機器の整備・更新を行い、

教科指導におけるＩＣＴ活用

を推進する学習環境の充実を

図っています。

※平成22年３月、学校ＩＣＴ環境整備事業で、県立学校に449台の

　デジタルテレビ、2,260台のコンピュータを整備するとともに、

　すべての普通教室へのＬＡＮ整備を完了

(Ａは主として「知識」に関する問題、 Ｂは主として「活用」に関する問題 )

平成22年度全国学力・学習状況調査 (文部科学省 )

確かな学力の育成に係る実践的調査研究 小学校及び中学校教科等指導資料の活用

中学生キャリア教育の推進

新卒者・既卒者に対する支援

　子どもの「勉強嫌いの解消」  「学習

意欲の向上」を目指し、県内の学校関

係者、諸団体の多様な教育力を結集し

て、模擬授業や「親子で工作」等、様々

な学びの場の具体例を示す　わくわく

まなび　フェスタを開催します。

わくわく まなび フェスタ

高校生社会参画活動の推進

ふれあいフェスタ

人権教育の充実

規範意識の向上

生徒指導ガイドラインの活用

生徒指導支援室の設置

運動習慣の定着
体力向上の促進

運動場芝生化の促進

健康教育の推進

健康課題への対応

食育の推進学校非公式サイト監視・調査研究

不登校児童生徒への支援
不登校の子どもたちのための特別教室設置

不登校の子どもたちに適切に対応するためのガイド

ラインの作成

チャレンジ運動フェスタ

特別支援教育の体制整備

特別支援教育の推進

保護者や地域に信頼される学校づくり

学校教育アドバイザリーチームによる学校訪問

教職員の資質向上

教職員研修の充実

　奈良県内の学校の教員を志す

大学３年生、大学院１年生を対

象に、グループ別の演習や、継

続的な学校現場実習を通して、

実践的指導力を養成するプログ

ラムを平成20年度から実施して

います。若手教員が直接アドバ

イスを行う、リクルーター制を

導入しています。

※研修講座受講者数

奈良県ディア・ティーチャー・プログラムの実施

　奈良県で任用されている講師を対象に、模擬授業等の演習を

通して、実践力（授業力）を高めるプログラムを平成22年度か

ら実施しています。

※平成22年度は、103人が受講

「講師塾」の実施

教育施設・設備等の整備

耐震化の推進

県立学校の情報化推進

※受講者数

　奈良県の幼児の運動能力は、全国の標準

よりやや低い。生活習慣と運動能力の関係

は、規則正しい生活ができている子どもの

方が運動能力が高い。

平成22年度幼児の運動能力・生活習慣等調査

◎評定値：2008年幼児の運動能力全国調査の結果をもとに作成された運動能力判定基準表の値。

　５段階に評定した値で１～５で表される。３は標準的な発達を示す。

◎運動能力評定値：４種目の評定値を合計した値。

　平成23年度は、幼児の運動能力等実態調

査のほか、運動場芝生化促進に係る調査・

研究や児童生徒の体力向上のための調査・

研究を実施します。

運動能力等の調査・研究

どちらかというとできていない

どちらかというとできている

できている

できていない

両足連続飛び越し

立ち幅跳び

テニスボール投げ
25ｍ

走

平成 22年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査 (文部科学省 )

平成 22年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査 (文部科学省 )

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

12

10

8

6

4

2

0

県内小・中・高校生の暴力行為の発生件数の推移
（1,000人あたり）

公立学校における学校改善に向けた取組の状況

教育目標 研究・研修 学習指導 学校評価 関係機関との連携

教科に関する調査（抽出対象公立学校の平均正答率） （％）

国語Ａ 国語Ｂ 算数・数学Ａ 算数・数学Ｂ

奈良県 全国 奈良県 全国 奈良県 全国 奈良県 全国

小学校 84.0(13) 83.3 79.0( 9 ) 78.0 74.7(15) 74.2 50.0(13) 49.2

中学校 75.7(18) 75.1 65.0(26) 65.0 66.9( 9 ) 64.7 45.0(11) 43.6

質問紙調査 （％）

質　問 奈良県 全国

国語の勉強が好きと回答した子ども
の割合

小学校 63.3(17) 62.1

中学校 52.1(44) 57.2

算数 ･数学の勉強が好きと回答した
子どもの割合

小学校 59.2(45) 63.8

中学校 49.0(46) 53.3

（％）

質　問 奈良県 全国

将来の夢や目標をもっていると回答
した子どもの割合

小学校 87.0(21) 86.8

中学校 70.5(34) 71.7

人の役に立つ人間になりたいと回答
した子どもの割合

小学校 93.5(30) 93.4

中学校 90.8(41) 92.1

職場体験（事業所、社会福祉施設、幼稚園・保育所 他） 45校

ボランティア活動（清掃活動、奉仕活動 他） 95校

ものづくり体験等 67校

講師（ゲストティーチャー）によるキャリア教育に関わる講話 89校



確かな学力の育成

※表中の (　)内の数字は、本県の全国順位を示す。

学習意欲の向上

平成22年度全国学力・学習状況調査 (文部科学省 )

　全国平均に比べて、教科の平均正答率は高いが、

勉強が好きと回答した子どもの割合は低い。

新学習指導要領への対応

　小学校では平成23年度から、中学校では平成24年度から新

学習指導要領が全面実施されます。各学校での円滑な実施を

図るため、小学校及び中学校教科等指導資料を作成し、その

活用を進めています。

新学習指導要領の実施に伴う非常勤講師の配置

　小学５・６年生では、外国語の音声や基本的な表現に慣れ

親しませながら、コミュニケーション能力の素地を養うため、

外国語活動（英語）が実施されます。

　外国語活動を支援するため、英語教育に精通した非常勤講

師を配置します。

　全国学力・学習状況調査の結果等から明らかになった課題

改善のため、児童生徒の学習意欲を向上させ、思考力・判断

力・表現力等を育み、主体的に学習に取り組む態度を養うた

めの実践研究を進めています。

　研究成果を県内の学校に普及するため、学力向上フォーラ

ムを開催し、研究指定校の実践発表や授業改善をテーマにし

た分科会を行っています。

　また、各学校における教育活動の検証・改善を図るため、

 「奈良県学校改善支援プラン」の活用を進めています。

※平成22年度は、学力向上フォーラムに約200人が参加

キャリア教育の充実
キャリア意識の醸成

　一人一人の社会的・職業的自立に向け、

必要な基盤となる能力や態度を育てるた

め、県内すべての公立中学校で１年生か

ら職場体験等の体験活動を進めています。

　平成 22年度 公立中学１年生の体験活動の実施状況

ものづくり人材の育成

　社団法人奈良工業会と連携

して、県内高校の工業に関す

る学科の生徒を対象に、企業

及び校内で、熟練技能者によ

る実習指導を行っています。

※平成 22 年度、実習指導を受
　けた生徒は延べ 605 人

就職支援

　県立学校の就職内定率の改善及び県内企業へ

の就職率の向上を図るため、就職サポーターを

７校に配置し、就職指導の充実を図っています。

　すべての県立学校のホームページに卒業生等

就労相談窓口を開設するとともに、就職相談者

及び高校中退者を対象に「就活ガイドブック」

を配布し、就職を支援しています。

 　「将来の夢や目標をもっている」  「人の役に立つ人間

になりたい」と回答した子どもの割合が、中学校では全

国平均に比べて低い。

平成22年度全国学力・学習状況調査 (文部科学省 )

豊かな人間性の育成

平成22年度全国学力・学習状況調査 (文部科学省 )

　全国平均に比べて、「新聞やテレビのニュースなどに関心がある」「人

の気持ちが分かる人間になりたい」と回答した子どもの割合が低い。

体験活動の充実

　高校生の社会性や自主性を育む

ため、平成22年度より県内高校生

による連絡会を設置し、社会参画

活動を実施しています。

　平成23年度は全国育樹祭や奈良

マラソンなどでボランティア活動

を行います。

※平成22年度は、10月を「清掃活動強調月間」とし、58校5,052人が参加

　子ども、保護者、地域の人々

が、うだ・アニマルパークにお

いて、動物とのふれあいや動物

に関する学習を通し、命の大切

さを実感し、命の尊さについて

理解を深めるため、ふれあいフ

ェスタを開催します。

道徳教育の充実
　各学校の道徳の時間に活用できる、奈良県の自然や伝統文

化などを生かして作成したオリジナルの「奈良県郷土資料」

をすべての小・中学校に配布して

います。

　また、奈良県道徳教育フォーラ

ムを開催し、学校・家庭・地域が

連携して取り組む道徳教育の在り

方について協議しています。

※平成22年度は、奈良県道徳教育フォーラムに約100人が参加

　 「人権教育の推進についての基本方針」に基づき、人権尊

重の社会づくりに向けて主体的に行動できる、確かな人権感

覚を備えた子どもの育成を目指します。

　平成23年度からは、人権に関わる知識・態度・技能を身に

付けるための、発達段階を踏まえた系統的・体系的な人権学

習教材の作成に取り組みます。

問題行動等への対応

平成22年度全国学力・学習状況調査 (文部科学省 )

児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査 (文部科学省 )

　 「子どもの規範意識向上推進委員会」からの提言に基づき作

成した、小・中学校と高校用の「生徒指導ガイドライン」を活

用し、規範意識の向上や暴力行為等問題行動の減少に向けた取

組を進めます。

　平成23年度から、子どもの規範意識の向上、暴力行為の減少

や不登校対策の充実を図るため、生徒指導支援室を設置しまし

た。生徒指導担当の指導主事・教員ＯＢからなる巡回アドバイ

ザーや、教員ＯＢ ・警察官ＯＢからなる学校支援アドバイザー

による学校への支援を行うなど、生徒指導上の諸課題の改善に

取り組んでいます。

　全国平均に比べて、「学校の規則を守っている」「いじめは、ど

んな理由があってもいけない」と回答した子どもの割合が低い。

  前年に比べて、暴力行為の発生件数は減少した。また、不登校

児童生徒数は、公立小・中学校で全国平均を上回っている。

児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査 (文部科学省 )

体力の向上

　全国平均に比べて、１日１時間以上運動している子ども

の割合は低い。運動能力に関する調査では、小学生・中学

生とも、ほとんどの種目で全国平均を下回っている。

　子どもの体力向上のための拠点として、添上高校の日本陸連第

４種公認陸上競技場を改修整備し、  「トップアスリート等による

親子トレーニング講習会」を開催します。同校では、小学生や中

学生に積極的に陸上競技場を開放するとともに、温水プールを活

用して「小学生水泳教室」も開催します。

　また、より多くの小学生が参加できるよう「小学生陸上競技記

録会」や「学童水泳記録会」の規模を拡大して実施します。

　小学校の体力テストには、中・高校の体育科教員が測定を支援

します。

　運動場の芝生化を促進するため、日

本スポーツ振興センター助成金を活用

して、小学校運動場を芝生化する市町

村に補助を行います。

　また、  「運動場芝生化マニュアル」

の活用や実践報告会・パネル展の開催

などを通して啓発活動を進めています。

※平成21年度は小学校９校、平成22年度

　は県立学校５校が芝生化

　子どもの心の健康や生活習慣

等の課題に適切に対応するため、

医師、保健師等の専門家を学校

へ派遣し、保護者、教職員、児

童生徒への講演会等を行ってい

ます。

※平成22年度は、小学校29校、中学校９校、高校２校、特別支援

　学校３校などに医師等を派遣

　県内すべての学校・園で、それぞれの

地域の特性を生かした食育に取り組んで

います。

　食に関する指導の充実を図るため、平

成22年度は小・中学校を対象としたＤＶ

Ｄ教材と資料集を作成しました。

※県内すべての小学校、中学校、特別支援

　学校に配布

　各小学校では、県教委のホームページ「外遊び、みんなでチ

ャレンジ！」を通して、８の字とびやペアなわとび等に取り組

　　　　　　　　　　　　　　　　　　んできました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その成果を発揮して

　　　　　　　　　　　　　　　　　　記録に挑戦したり、親

　　　　　　　　　　　　　　　　　　子で達人の技に挑戦し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　たりすることで体力の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　向上を目指すチャレン

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ジ運動フェスタを開催

　　　　　　　　　　　　　　　　　　します。

　学校非公式サイト、いわゆる学校裏サイト等を検索し、不適切

な投稿（書き込み）の監視・調査・削除等のネットパトロールを

実施しています。また、学校が問題のある書き込みなどに適切に

対応できるよう、具体的事案に対する助言や資料提供などを行っ

ています。

　不登校状態にある子どもたちが通う適応指導教室に、中学生を

対象に支援する特別教室を設け、弾力的な教育課程に基づいた学

習指導を行っています。子どもたちへの心理的支援と学力の充実

を図り、社会的自立を目指します。

※奈良市、大和高田市において、モデル事業として実施

　平成22年度に「不登校対策委員会」を設置し、より効果的な取

組について議論を深めています。不登校状態にある子どもたちへ

の支援に加えて、学校で適切に対応できるよう不登校の未然防止

や早期対応に関するガイドラインを作成します。

学校教育の基盤整備
　保護者や地域に信頼される学校づくり、特別支援教育の体制整備、教育施設・設備等の整備、教職員の資質向

上等を図り、学校教育の基盤を整備します。

　平成18年度から21年度までで、すべての公立学校を訪問し、

学校経営等の改善すべき点について指導・助言しました。１年

後のフォローアップ訪問で、各学校の努力により改善が進んで

いることを確認しています。

　また、２巡目となる平成22年

度からは、奈良県の教育課題に

対する取組状況や改善が進みに

くい学校経営の項目を中心に診

断を行い、学校改善に向けた支

援をしています。

　特別支援教育を推進するため、

就学指導や生徒の卒業後を見通

した自立支援の充実を図ります。

　平成22年度に作成した 「就学

指導のガイドライン」を基に、

 「子どもを中心に据えた相談」

を本人・保護者と学校、教育委

員会が、願いや目標、課題を共

有しながら進めます。

　また、特別支援学校に通う生

徒の社会参加を目指して、地域

ボランティアの協力を得ながら、

自力通学を促進します。

　学校の組織強化や人材育成を図るために、教職員の経験や職

務に応じた研修を実施しています。組織の一員として求められ

る力を育成するとともに、教育課題への対応や教科等の指導な

　　　　　　　　　　　　　　　ど、教職員としての専門性を

　　　　　　　　　　　　　　　高めるための充実した研修を

　　　　　　　　　　　　　　　行っています。

　県立学校施設は、平成21年度で完了した耐震診断を基に、

順次耐震化を進めています。特別支援学校は、平成23年度で

おおむね耐震化が完了する予定です。

　また、市町村には、特に大規模地震で倒壊等の危険性の高

い学校施設について早期に耐震化を実施するよう働きかけて

います。

平成22年度公立学校施設の耐震改修状況等調査（文部科学省）

　児童生徒が、情報化社会に

主体的に対応できる力を身に

付けられるよう、県立学校の

情報機器の整備・更新を行い、

教科指導におけるＩＣＴ活用

を推進する学習環境の充実を

図っています。

※平成22年３月、学校ＩＣＴ環境整備事業で、県立学校に449台の

　デジタルテレビ、2,260台のコンピュータを整備するとともに、

　すべての普通教室へのＬＡＮ整備を完了

(Ａは主として「知識」に関する問題、 Ｂは主として「活用」に関する問題 )

平成22年度全国学力・学習状況調査 (文部科学省 )

確かな学力の育成に係る実践的調査研究 小学校及び中学校教科等指導資料の活用

中学生キャリア教育の推進

新卒者・既卒者に対する支援

　子どもの「勉強嫌いの解消」  「学習

意欲の向上」を目指し、県内の学校関

係者、諸団体の多様な教育力を結集し

て、模擬授業や「親子で工作」等、様々

な学びの場の具体例を示す　わくわく

まなび　フェスタを開催します。

わくわく まなび フェスタ

高校生社会参画活動の推進

ふれあいフェスタ

人権教育の充実

規範意識の向上

生徒指導ガイドラインの活用

生徒指導支援室の設置

運動習慣の定着
体力向上の促進

運動場芝生化の促進

健康教育の推進

健康課題への対応

食育の推進学校非公式サイト監視・調査研究

不登校児童生徒への支援
不登校の子どもたちのための特別教室設置

不登校の子どもたちに適切に対応するためのガイド

ラインの作成

チャレンジ運動フェスタ

特別支援教育の体制整備

特別支援教育の推進

保護者や地域に信頼される学校づくり

学校教育アドバイザリーチームによる学校訪問

教職員の資質向上

教職員研修の充実

　奈良県内の学校の教員を志す

大学３年生、大学院１年生を対

象に、グループ別の演習や、継

続的な学校現場実習を通して、

実践的指導力を養成するプログ

ラムを平成20年度から実施して

います。若手教員が直接アドバ

イスを行う、リクルーター制を

導入しています。

※研修講座受講者数

奈良県ディア・ティーチャー・プログラムの実施

　奈良県で任用されている講師を対象に、模擬授業等の演習を

通して、実践力（授業力）を高めるプログラムを平成22年度か

ら実施しています。

※平成22年度は、103人が受講

「講師塾」の実施

教育施設・設備等の整備

耐震化の推進

県立学校の情報化推進

※受講者数

　奈良県の幼児の運動能力は、全国の標準

よりやや低い。生活習慣と運動能力の関係

は、規則正しい生活ができている子どもの

方が運動能力が高い。

平成22年度幼児の運動能力・生活習慣等調査

◎評定値：2008年幼児の運動能力全国調査の結果をもとに作成された運動能力判定基準表の値。

　５段階に評定した値で１～５で表される。３は標準的な発達を示す。

◎運動能力評定値：４種目の評定値を合計した値。

　平成23年度は、幼児の運動能力等実態調

査のほか、運動場芝生化促進に係る調査・

研究や児童生徒の体力向上のための調査・

研究を実施します。

運動能力等の調査・研究

どちらかというとできていない

どちらかというとできている

できている

できていない

両足連続飛び越し

立ち幅跳び

テニスボール投げ
25ｍ

走

平成 22年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査 (文部科学省 )

平成 22年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査 (文部科学省 )

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

12

10

8

6

4

2

0

県内小・中・高校生の暴力行為の発生件数の推移
（1,000人あたり）

公立学校における学校改善に向けた取組の状況

教育目標 研究・研修 学習指導 学校評価 関係機関との連携

（％）

質　問 奈良県 全国

学校の規則を守っていると回答した
子どもの割合

小学校 86.4(45) 89.2

中学校 84.7(46) 90.1

いじめは、どんな理由があってもい
けないと回答した子どもの割合

小学校 94.2(43) 95.0

中学校 89.2(45) 91.1

（％）

質　問 奈良県 全国

新聞やテレビのニュースなどに関
心があると回答した子どもの割合

小学校 64.3(36) 66.9

中学校 58.7(46) 64.2

人の気持ちが分かる人間になりた
いと回答した子どもの割合

小学校 91.6(35) 92.0

中学校 91.7(42) 92.7



確かな学力の育成

※表中の (　)内の数字は、本県の全国順位を示す。

学習意欲の向上

平成22年度全国学力・学習状況調査 (文部科学省 )

　全国平均に比べて、教科の平均正答率は高いが、

勉強が好きと回答した子どもの割合は低い。

新学習指導要領への対応

　小学校では平成23年度から、中学校では平成24年度から新

学習指導要領が全面実施されます。各学校での円滑な実施を

図るため、小学校及び中学校教科等指導資料を作成し、その

活用を進めています。

新学習指導要領の実施に伴う非常勤講師の配置

　小学５・６年生では、外国語の音声や基本的な表現に慣れ

親しませながら、コミュニケーション能力の素地を養うため、

外国語活動（英語）が実施されます。

　外国語活動を支援するため、英語教育に精通した非常勤講

師を配置します。

　全国学力・学習状況調査の結果等から明らかになった課題

改善のため、児童生徒の学習意欲を向上させ、思考力・判断

力・表現力等を育み、主体的に学習に取り組む態度を養うた

めの実践研究を進めています。

　研究成果を県内の学校に普及するため、学力向上フォーラ

ムを開催し、研究指定校の実践発表や授業改善をテーマにし

た分科会を行っています。

　また、各学校における教育活動の検証・改善を図るため、

 「奈良県学校改善支援プラン」の活用を進めています。

※平成22年度は、学力向上フォーラムに約200人が参加

キャリア教育の充実
キャリア意識の醸成

　一人一人の社会的・職業的自立に向け、

必要な基盤となる能力や態度を育てるた

め、県内すべての公立中学校で１年生か

ら職場体験等の体験活動を進めています。

　平成 22年度 公立中学１年生の体験活動の実施状況

ものづくり人材の育成

　社団法人奈良工業会と連携

して、県内高校の工業に関す

る学科の生徒を対象に、企業

及び校内で、熟練技能者によ

る実習指導を行っています。

※平成 22 年度、実習指導を受
　けた生徒は延べ 605 人

就職支援

　県立学校の就職内定率の改善及び県内企業へ

の就職率の向上を図るため、就職サポーターを

７校に配置し、就職指導の充実を図っています。

　すべての県立学校のホームページに卒業生等

就労相談窓口を開設するとともに、就職相談者

及び高校中退者を対象に「就活ガイドブック」

を配布し、就職を支援しています。

 　「将来の夢や目標をもっている」  「人の役に立つ人間

になりたい」と回答した子どもの割合が、中学校では全

国平均に比べて低い。

平成22年度全国学力・学習状況調査 (文部科学省 )

豊かな人間性の育成

平成22年度全国学力・学習状況調査 (文部科学省 )

　全国平均に比べて、「新聞やテレビのニュースなどに関心がある」「人

の気持ちが分かる人間になりたい」と回答した子どもの割合が低い。

体験活動の充実

　高校生の社会性や自主性を育む

ため、平成22年度より県内高校生

による連絡会を設置し、社会参画

活動を実施しています。

　平成23年度は全国育樹祭や奈良

マラソンなどでボランティア活動

を行います。

※平成22年度は、10月を「清掃活動強調月間」とし、58校5,052人が参加

　子ども、保護者、地域の人々

が、うだ・アニマルパークにお

いて、動物とのふれあいや動物

に関する学習を通し、命の大切

さを実感し、命の尊さについて

理解を深めるため、ふれあいフ

ェスタを開催します。

道徳教育の充実
　各学校の道徳の時間に活用できる、奈良県の自然や伝統文

化などを生かして作成したオリジナルの「奈良県郷土資料」

をすべての小・中学校に配布して

います。

　また、奈良県道徳教育フォーラ

ムを開催し、学校・家庭・地域が

連携して取り組む道徳教育の在り

方について協議しています。

※平成22年度は、奈良県道徳教育フォーラムに約100人が参加

　 「人権教育の推進についての基本方針」に基づき、人権尊

重の社会づくりに向けて主体的に行動できる、確かな人権感

覚を備えた子どもの育成を目指します。

　平成23年度からは、人権に関わる知識・態度・技能を身に

付けるための、発達段階を踏まえた系統的・体系的な人権学

習教材の作成に取り組みます。

問題行動等への対応

平成22年度全国学力・学習状況調査 (文部科学省 )

児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査 (文部科学省 )

　 「子どもの規範意識向上推進委員会」からの提言に基づき作

成した、小・中学校と高校用の「生徒指導ガイドライン」を活

用し、規範意識の向上や暴力行為等問題行動の減少に向けた取

組を進めます。

　平成23年度から、子どもの規範意識の向上、暴力行為の減少

や不登校対策の充実を図るため、生徒指導支援室を設置しまし

た。生徒指導担当の指導主事・教員ＯＢからなる巡回アドバイ

ザーや、教員ＯＢ ・警察官ＯＢからなる学校支援アドバイザー

による学校への支援を行うなど、生徒指導上の諸課題の改善に

取り組んでいます。

　全国平均に比べて、「学校の規則を守っている」「いじめは、ど

んな理由があってもいけない」と回答した子どもの割合が低い。

  前年に比べて、暴力行為の発生件数は減少した。また、不登校

児童生徒数は、公立小・中学校で全国平均を上回っている。

児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査 (文部科学省 )

体力の向上

　全国平均に比べて、１日１時間以上運動している子ども

の割合は低い。運動能力に関する調査では、小学生・中学

生とも、ほとんどの種目で全国平均を下回っている。

　子どもの体力向上のための拠点として、添上高校の日本陸連第

４種公認陸上競技場を改修整備し、  「トップアスリート等による

親子トレーニング講習会」を開催します。同校では、小学生や中

学生に積極的に陸上競技場を開放するとともに、温水プールを活

用して「小学生水泳教室」も開催します。

　また、より多くの小学生が参加できるよう「小学生陸上競技記

録会」や「学童水泳記録会」の規模を拡大して実施します。

　小学校の体力テストには、中・高校の体育科教員が測定を支援

します。

　運動場の芝生化を促進するため、日

本スポーツ振興センター助成金を活用

して、小学校運動場を芝生化する市町

村に補助を行います。

　また、  「運動場芝生化マニュアル」

の活用や実践報告会・パネル展の開催

などを通して啓発活動を進めています。

※平成21年度は小学校９校、平成22年度

　は県立学校５校が芝生化

　子どもの心の健康や生活習慣

等の課題に適切に対応するため、

医師、保健師等の専門家を学校

へ派遣し、保護者、教職員、児

童生徒への講演会等を行ってい

ます。

※平成22年度は、小学校29校、中学校９校、高校２校、特別支援

　学校３校などに医師等を派遣

　県内すべての学校・園で、それぞれの

地域の特性を生かした食育に取り組んで

います。

　食に関する指導の充実を図るため、平

成22年度は小・中学校を対象としたＤＶ

Ｄ教材と資料集を作成しました。

※県内すべての小学校、中学校、特別支援

　学校に配布

　各小学校では、県教委のホームページ「外遊び、みんなでチ

ャレンジ！」を通して、８の字とびやペアなわとび等に取り組

　　　　　　　　　　　　　　　　　　んできました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その成果を発揮して

　　　　　　　　　　　　　　　　　　記録に挑戦したり、親

　　　　　　　　　　　　　　　　　　子で達人の技に挑戦し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　たりすることで体力の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　向上を目指すチャレン

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ジ運動フェスタを開催

　　　　　　　　　　　　　　　　　　します。

　学校非公式サイト、いわゆる学校裏サイト等を検索し、不適切

な投稿（書き込み）の監視・調査・削除等のネットパトロールを

実施しています。また、学校が問題のある書き込みなどに適切に

対応できるよう、具体的事案に対する助言や資料提供などを行っ

ています。

　不登校状態にある子どもたちが通う適応指導教室に、中学生を

対象に支援する特別教室を設け、弾力的な教育課程に基づいた学

習指導を行っています。子どもたちへの心理的支援と学力の充実

を図り、社会的自立を目指します。

※奈良市、大和高田市において、モデル事業として実施

　平成22年度に「不登校対策委員会」を設置し、より効果的な取

組について議論を深めています。不登校状態にある子どもたちへ

の支援に加えて、学校で適切に対応できるよう不登校の未然防止

や早期対応に関するガイドラインを作成します。

学校教育の基盤整備
　保護者や地域に信頼される学校づくり、特別支援教育の体制整備、教育施設・設備等の整備、教職員の資質向

上等を図り、学校教育の基盤を整備します。

　平成18年度から21年度までで、すべての公立学校を訪問し、

学校経営等の改善すべき点について指導・助言しました。１年

後のフォローアップ訪問で、各学校の努力により改善が進んで

いることを確認しています。

　また、２巡目となる平成22年

度からは、奈良県の教育課題に

対する取組状況や改善が進みに

くい学校経営の項目を中心に診

断を行い、学校改善に向けた支

援をしています。

　特別支援教育を推進するため、

就学指導や生徒の卒業後を見通

した自立支援の充実を図ります。

　平成22年度に作成した 「就学

指導のガイドライン」を基に、

 「子どもを中心に据えた相談」

を本人・保護者と学校、教育委

員会が、願いや目標、課題を共

有しながら進めます。

　また、特別支援学校に通う生

徒の社会参加を目指して、地域

ボランティアの協力を得ながら、

自力通学を促進します。

　学校の組織強化や人材育成を図るために、教職員の経験や職

務に応じた研修を実施しています。組織の一員として求められ

る力を育成するとともに、教育課題への対応や教科等の指導な

　　　　　　　　　　　　　　　ど、教職員としての専門性を

　　　　　　　　　　　　　　　高めるための充実した研修を

　　　　　　　　　　　　　　　行っています。

　県立学校施設は、平成 21年度で完了した耐震診断を基に、

順次耐震化を進めています。特別支援学校は、平成23年度で

おおむね耐震化が完了する予定です。

　また、市町村には、特に大規模地震で倒壊等の危険性の高

い学校施設について早期に耐震化を実施するよう働きかけて

います。

平成22年度公立学校施設の耐震改修状況等調査（文部科学省）

　児童生徒が、情報化社会に

主体的に対応できる力を身に

付けられるよう、県立学校の

情報機器の整備・更新を行い、

教科指導におけるＩＣＴ活用

を推進する学習環境の充実を

図っています。

※平成22年３月、学校ＩＣＴ環境整備事業で、県立学校に449台の

　デジタルテレビ、2,260台のコンピュータを整備するとともに、

　すべての普通教室へのＬＡＮ整備を完了

(Ａは主として「知識」に関する問題、 Ｂは主として「活用」に関する問題 )

平成22年度全国学力・学習状況調査 (文部科学省 )

確かな学力の育成に係る実践的調査研究 小学校及び中学校教科等指導資料の活用

中学生キャリア教育の推進

新卒者・既卒者に対する支援

　子どもの「勉強嫌いの解消」  「学習

意欲の向上」を目指し、県内の学校関

係者、諸団体の多様な教育力を結集し

て、模擬授業や「親子で工作」等、様々

な学びの場の具体例を示す　わくわく

まなび　フェスタを開催します。

わくわく まなび フェスタ

高校生社会参画活動の推進

ふれあいフェスタ

人権教育の充実

規範意識の向上

生徒指導ガイドラインの活用

生徒指導支援室の設置

運動習慣の定着
体力向上の促進

運動場芝生化の促進

健康教育の推進

健康課題への対応

食育の推進学校非公式サイト監視・調査研究

不登校児童生徒への支援
不登校の子どもたちのための特別教室設置

不登校の子どもたちに適切に対応するためのガイド

ラインの作成

チャレンジ運動フェスタ

特別支援教育の体制整備

特別支援教育の推進

保護者や地域に信頼される学校づくり

学校教育アドバイザリーチームによる学校訪問

教職員の資質向上

教職員研修の充実

　奈良県内の学校の教員を志す

大学３年生、大学院１年生を対

象に、グループ別の演習や、継

続的な学校現場実習を通して、

実践的指導力を養成するプログ

ラムを平成20年度から実施して

います。若手教員が直接アドバ

イスを行う、リクルーター制を

導入しています。

※研修講座受講者数

奈良県ディア・ティーチャー・プログラムの実施

　奈良県で任用されている講師を対象に、模擬授業等の演習を

通して、実践力（授業力）を高めるプログラムを平成22年度か

ら実施しています。

※平成22年度は、103人が受講

「講師塾」の実施

教育施設・設備等の整備

耐震化の推進

県立学校の情報化推進

※受講者数

　奈良県の幼児の運動能力は、全国の標準

よりやや低い。生活習慣と運動能力の関係

は、規則正しい生活ができている子どもの

方が運動能力が高い。

平成22年度幼児の運動能力・生活習慣等調査

◎評定値：2008年幼児の運動能力全国調査の結果をもとに作成された運動能力判定基準表の値。

　５段階に評定した値で１～５で表される。３は標準的な発達を示す。

◎運動能力評定値：４種目の評定値を合計した値。

　平成23年度は、幼児の運動能力等実態調

査のほか、運動場芝生化促進に係る調査・

研究や児童生徒の体力向上のための調査・

研究を実施します。

運動能力等の調査・研究

どちらかというとできていない

どちらかというとできている

できている

できていない

両足連続飛び越し

立ち幅跳び

テニスボール投げ
25ｍ

走

平成 22年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査 (文部科学省 )

平成 22年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査 (文部科学省 )

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

12

10

8

6

4

2

0

県内小・中・高校生の暴力行為の発生件数の推移
（1,000人あたり）

公立学校における学校改善に向けた取組の状況

教育目標 研究・研修 学習指導 学校評価 関係機関との連携

運動能力に関する調査 （％）

20ｍシャトルラン
(回)

50ｍ走 (秒 ) ボール投げ（ｍ）

奈良県 全国 奈良県 全国 奈良県 全国

小学校 (男子 ) 47.16(42) 51.29 9.34(15) 9.38 25.04(33) 25.26 

小学校 (女子 ) 33.91(45) 39.65 9.67(25) 9.65 14.42(35) 14.58 

中学校 (男子 ) 78.72(43) 84.49 8.05(26) 8.04 20.32(46) 21.23 

中学校 (女子 ) 48.44(46) 56.45 8.91(26) 8.90 12.70(43) 13.29 

１日に運動やスポーツをどのくらいしているか （％）

30分未満 30 分～１時間 １時間～２時間 ２時間以上

奈良県 全国 奈良県 全国 奈良県 全国 奈良県 全国

小学校 18.0(23) 17.7 24.0(12) 21.9 25.2(21) 25.4 32.8(32) 35.0

中学校 21.6( 7 ) 18.9  7.5(15)  6.9 12.5(42) 19.5 58.4(19) 54.7



確かな学力の育成

※表中の (　)内の数字は、本県の全国順位を示す。

学習意欲の向上

平成22年度全国学力・学習状況調査 (文部科学省 )

　全国平均に比べて、教科の平均正答率は高いが、

勉強が好きと回答した子どもの割合は低い。

新学習指導要領への対応

　小学校では平成23年度から、中学校では平成24年度から新

学習指導要領が全面実施されます。各学校での円滑な実施を

図るため、小学校及び中学校教科等指導資料を作成し、その

活用を進めています。

新学習指導要領の実施に伴う非常勤講師の配置

　小学５・６年生では、外国語の音声や基本的な表現に慣れ

親しませながら、コミュニケーション能力の素地を養うため、

外国語活動（英語）が実施されます。

　外国語活動を支援するため、英語教育に精通した非常勤講

師を配置します。

　全国学力・学習状況調査の結果等から明らかになった課題

改善のため、児童生徒の学習意欲を向上させ、思考力・判断

力・表現力等を育み、主体的に学習に取り組む態度を養うた

めの実践研究を進めています。

　研究成果を県内の学校に普及するため、学力向上フォーラ

ムを開催し、研究指定校の実践発表や授業改善をテーマにし

た分科会を行っています。

　また、各学校における教育活動の検証・改善を図るため、

 「奈良県学校改善支援プラン」の活用を進めています。

※平成22年度は、学力向上フォーラムに約200人が参加

キャリア教育の充実
キャリア意識の醸成

　一人一人の社会的・職業的自立に向け、

必要な基盤となる能力や態度を育てるた

め、県内すべての公立中学校で１年生か

ら職場体験等の体験活動を進めています。

　平成 22年度 公立中学１年生の体験活動の実施状況

ものづくり人材の育成

　社団法人奈良工業会と連携

して、県内高校の工業に関す

る学科の生徒を対象に、企業

及び校内で、熟練技能者によ

る実習指導を行っています。

※平成 22 年度、実習指導を受
　けた生徒は延べ 605 人

就職支援

　県立学校の就職内定率の改善及び県内企業へ

の就職率の向上を図るため、就職サポーターを

７校に配置し、就職指導の充実を図っています。

　すべての県立学校のホームページに卒業生等

就労相談窓口を開設するとともに、就職相談者

及び高校中退者を対象に「就活ガイドブック」

を配布し、就職を支援しています。

 　「将来の夢や目標をもっている」  「人の役に立つ人間

になりたい」と回答した子どもの割合が、中学校では全

国平均に比べて低い。

平成22年度全国学力・学習状況調査 (文部科学省 )

豊かな人間性の育成

平成22年度全国学力・学習状況調査 (文部科学省 )

　全国平均に比べて、「新聞やテレビのニュースなどに関心がある」「人

の気持ちが分かる人間になりたい」と回答した子どもの割合が低い。

体験活動の充実

　高校生の社会性や自主性を育む

ため、平成22年度より県内高校生

による連絡会を設置し、社会参画

活動を実施しています。

　平成23年度は全国育樹祭や奈良

マラソンなどでボランティア活動

を行います。

※平成22年度は、10月を「清掃活動強調月間」とし、58校5,052人が参加

　子ども、保護者、地域の人々

が、うだ・アニマルパークにお

いて、動物とのふれあいや動物

に関する学習を通し、命の大切

さを実感し、命の尊さについて

理解を深めるため、ふれあいフ

ェスタを開催します。

道徳教育の充実
　各学校の道徳の時間に活用できる、奈良県の自然や伝統文

化などを生かして作成したオリジナルの「奈良県郷土資料」

をすべての小・中学校に配布して

います。

　また、奈良県道徳教育フォーラ

ムを開催し、学校・家庭・地域が

連携して取り組む道徳教育の在り

方について協議しています。

※平成22年度は、奈良県道徳教育フォーラムに約100人が参加

　 「人権教育の推進についての基本方針」に基づき、人権尊

重の社会づくりに向けて主体的に行動できる、確かな人権感

覚を備えた子どもの育成を目指します。

　平成23年度からは、人権に関わる知識・態度・技能を身に

付けるための、発達段階を踏まえた系統的・体系的な人権学

習教材の作成に取り組みます。

問題行動等への対応

平成22年度全国学力・学習状況調査 (文部科学省 )

児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査 (文部科学省 )

　 「子どもの規範意識向上推進委員会」からの提言に基づき作

成した、小・中学校と高校用の「生徒指導ガイドライン」を活

用し、規範意識の向上や暴力行為等問題行動の減少に向けた取

組を進めます。

　平成23年度から、子どもの規範意識の向上、暴力行為の減少

や不登校対策の充実を図るため、生徒指導支援室を設置しまし

た。生徒指導担当の指導主事・教員ＯＢからなる巡回アドバイ

ザーや、教員ＯＢ ・警察官ＯＢからなる学校支援アドバイザー

による学校への支援を行うなど、生徒指導上の諸課題の改善に

取り組んでいます。

　全国平均に比べて、「学校の規則を守っている」「いじめは、ど

んな理由があってもいけない」と回答した子どもの割合が低い。

  前年に比べて、暴力行為の発生件数は減少した。また、不登校

児童生徒数は、公立小・中学校で全国平均を上回っている。

児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査 (文部科学省 )

体力の向上

　全国平均に比べて、１日１時間以上運動している子ども

の割合は低い。運動能力に関する調査では、小学生・中学

生とも、ほとんどの種目で全国平均を下回っている。

　子どもの体力向上のための拠点として、添上高校の日本陸連第

４種公認陸上競技場を改修整備し、  「トップアスリート等による

親子トレーニング講習会」を開催します。同校では、小学生や中

学生に積極的に陸上競技場を開放するとともに、温水プールを活

用して「小学生水泳教室」も開催します。

　また、より多くの小学生が参加できるよう「小学生陸上競技記

録会」や「学童水泳記録会」の規模を拡大して実施します。

　小学校の体力テストには、中・高校の体育科教員が測定を支援

します。

　運動場の芝生化を促進するため、日

本スポーツ振興センター助成金を活用

して、小学校運動場を芝生化する市町

村に補助を行います。

　また、  「運動場芝生化マニュアル」

の活用や実践報告会・パネル展の開催

などを通して啓発活動を進めています。

※平成21年度は小学校９校、平成22年度

　は県立学校５校が芝生化

　子どもの心の健康や生活習慣

等の課題に適切に対応するため、

医師、保健師等の専門家を学校

へ派遣し、保護者、教職員、児

童生徒への講演会等を行ってい

ます。

※平成22年度は、小学校29校、中学校９校、高校２校、特別支援

　学校３校などに医師等を派遣

　県内すべての学校・園で、それぞれの

地域の特性を生かした食育に取り組んで

います。

　食に関する指導の充実を図るため、平

成22年度は小・中学校を対象としたＤＶ

Ｄ教材と資料集を作成しました。

※県内すべての小学校、中学校、特別支援

　学校に配布

　各小学校では、県教委のホームページ「外遊び、みんなでチ

ャレンジ！」を通して、８の字とびやペアなわとび等に取り組

　　　　　　　　　　　　　　　　　　んできました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その成果を発揮して

　　　　　　　　　　　　　　　　　　記録に挑戦したり、親

　　　　　　　　　　　　　　　　　　子で達人の技に挑戦し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　たりすることで体力の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　向上を目指すチャレン

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ジ運動フェスタを開催

　　　　　　　　　　　　　　　　　　します。

　学校非公式サイト、いわゆる学校裏サイト等を検索し、不適切

な投稿（書き込み）の監視・調査・削除等のネットパトロールを

実施しています。また、学校が問題のある書き込みなどに適切に

対応できるよう、具体的事案に対する助言や資料提供などを行っ

ています。

　不登校状態にある子どもたちが通う適応指導教室に、中学生を

対象に支援する特別教室を設け、弾力的な教育課程に基づいた学

習指導を行っています。子どもたちへの心理的支援と学力の充実

を図り、社会的自立を目指します。

※奈良市、大和高田市において、モデル事業として実施

　平成22年度に「不登校対策委員会」を設置し、より効果的な取

組について議論を深めています。不登校状態にある子どもたちへ

の支援に加えて、学校で適切に対応できるよう不登校の未然防止

や早期対応に関するガイドラインを作成します。

学校教育の基盤整備
　保護者や地域に信頼される学校づくり、特別支援教育の体制整備、教育施設・設備等の整備、教職員の資質向

上等を図り、学校教育の基盤を整備します。

　平成18年度から21年度までで、すべての公立学校を訪問し、

学校経営等の改善すべき点について指導・助言しました。１年

後のフォローアップ訪問で、各学校の努力により改善が進んで

いることを確認しています。

　また、２巡目となる平成22年

度からは、奈良県の教育課題に

対する取組状況や改善が進みに

くい学校経営の項目を中心に診

断を行い、学校改善に向けた支

援をしています。

　特別支援教育を推進するため、

就学指導や生徒の卒業後を見通

した自立支援の充実を図ります。

　平成22年度に作成した 「就学

指導のガイドライン」を基に、

 「子どもを中心に据えた相談」

を本人・保護者と学校、教育委

員会が、願いや目標、課題を共

有しながら進めます。

　また、特別支援学校に通う生

徒の社会参加を目指して、地域

ボランティアの協力を得ながら、

自力通学を促進します。

　学校の組織強化や人材育成を図るために、教職員の経験や職

務に応じた研修を実施しています。組織の一員として求められ

る力を育成するとともに、教育課題への対応や教科等の指導な

　　　　　　　　　　　　　　　ど、教職員としての専門性を

　　　　　　　　　　　　　　　高めるための充実した研修を

　　　　　　　　　　　　　　　行っています。

　県立学校施設は、平成21年度で完了した耐震診断を基に、

順次耐震化を進めています。特別支援学校は、平成23年度で

おおむね耐震化が完了する予定です。

　また、市町村には、特に大規模地震で倒壊等の危険性の高

い学校施設について早期に耐震化を実施するよう働きかけて

います。

平成22年度公立学校施設の耐震改修状況等調査（文部科学省）

　児童生徒が、情報化社会に

主体的に対応できる力を身に

付けられるよう、県立学校の

情報機器の整備・更新を行い、

教科指導におけるＩＣＴ活用

を推進する学習環境の充実を

図っています。

※平成22年３月、学校ＩＣＴ環境整備事業で、県立学校に449台の

　デジタルテレビ、2,260台のコンピュータを整備するとともに、

　すべての普通教室へのＬＡＮ整備を完了

(Ａは主として「知識」に関する問題、 Ｂは主として「活用」に関する問題 )

平成22年度全国学力・学習状況調査 (文部科学省 )

確かな学力の育成に係る実践的調査研究 小学校及び中学校教科等指導資料の活用

中学生キャリア教育の推進

新卒者・既卒者に対する支援

　子どもの「勉強嫌いの解消」  「学習

意欲の向上」を目指し、県内の学校関

係者、諸団体の多様な教育力を結集し

て、模擬授業や「親子で工作」等、様々

な学びの場の具体例を示す　わくわく

まなび　フェスタを開催します。

わくわく まなび フェスタ

高校生社会参画活動の推進

ふれあいフェスタ

人権教育の充実

規範意識の向上

生徒指導ガイドラインの活用

生徒指導支援室の設置

運動習慣の定着
体力向上の促進

運動場芝生化の促進

健康教育の推進

健康課題への対応

食育の推進学校非公式サイト監視・調査研究

不登校児童生徒への支援
不登校の子どもたちのための特別教室設置

不登校の子どもたちに適切に対応するためのガイド

ラインの作成

チャレンジ運動フェスタ

特別支援教育の体制整備

特別支援教育の推進

保護者や地域に信頼される学校づくり

学校教育アドバイザリーチームによる学校訪問

教職員の資質向上

教職員研修の充実

　奈良県内の学校の教員を志す

大学３年生、大学院１年生を対

象に、グループ別の演習や、継

続的な学校現場実習を通して、

実践的指導力を養成するプログ

ラムを平成20年度から実施して

います。若手教員が直接アドバ

イスを行う、リクルーター制を

導入しています。

※研修講座受講者数

奈良県ディア・ティーチャー・プログラムの実施

　奈良県で任用されている講師を対象に、模擬授業等の演習を

通して、実践力（授業力）を高めるプログラムを平成22年度か

ら実施しています。

※平成22年度は、103人が受講

「講師塾」の実施

教育施設・設備等の整備

耐震化の推進

県立学校の情報化推進

※受講者数

　奈良県の幼児の運動能力は、全国の標準

よりやや低い。生活習慣と運動能力の関係

は、規則正しい生活ができている子どもの

方が運動能力が高い。

平成22年度幼児の運動能力・生活習慣等調査

◎評定値：2008年幼児の運動能力全国調査の結果をもとに作成された運動能力判定基準表の値。

　５段階に評定した値で１～５で表される。３は標準的な発達を示す。

◎運動能力評定値：４種目の評定値を合計した値。

　平成23年度は、幼児の運動能力等実態調

査のほか、運動場芝生化促進に係る調査・

研究や児童生徒の体力向上のための調査・

研究を実施します。

運動能力等の調査・研究

どちらかというとできていない

どちらかというとできている

できている

できていない

両足連続飛び越し

立ち幅跳び

テニスボール投げ
25ｍ

走

平成 22年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査 (文部科学省 )

平成 22年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査 (文部科学省 )

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

12

10

8

6

4

2

0

県内小・中・高校生の暴力行為の発生件数の推移
（1,000人あたり）

公立学校における学校改善に向けた取組の状況

教育目標 研究・研修 学習指導 学校評価 関係機関との連携

平成20年度 13,171 人

平成21年度 13,503 人

平成22年度 13,910 人

第１期 104 人

第２期 108 人

第３期 111 人


